保険犯罪と保険会社の企業倫理 by 中林,真理子
保険犯罪と保険会社の企業倫理
中林真理子
～目次～
L問題の所在と限定
2．保険犯罪が保険市場に及ぼす影響
　2－1　保険市場における保険犯罪の位置づけ
　2－2　保険会社と保険犯罪
　2－3　保険犯罪の結果
3．保険会社の保険犯罪防止活動
　3－1　功利主義と「費用一便益分析」
　3－2　保険犯罪防止策導入時の考慮事項
4．保険犯罪と保険会社の企業倫理
　4－1　保険犯罪防止策導入の効果
　4－2　保険犯罪と保険会社の企業倫理一保険会社の社会的責任との関係一
　4－3　倫理的課題事項への功利主義的な対応の必要性
5．むすび
1．問題の所在と限定
　契約者等が引き起こす保険犯罪は、保険会社にとって、保険制度運営上の阻害要因と言
える1）。保険犯罪は違法行為で容認できないのは当然であり、保険制度の運営主体である
保険会社には制度維持のために防止する責任がある。しかし同時に防止策の有効性に限界
があり2｝、さらに企業経営上の制約条件を加味すると、どこまで防止すべきかが問題とな
る。事実上経営が不可能になるような徹底的な対策の導入を理論上正当化することはでき
るが、実務上はある程度の妥協が不可欠である。逆に正当な理由のない安易な妥協は許さ
れない。
　契約者等が保険犯罪を引き起こす原因は、コストとベネフィットの比較という経済合理
性に基づき説明可能である。そのため、保険会社による保険犯罪への防止策は、犯罪を行
うことから生じるコストを増加させ、ベネフィットを減少させることになる3｝。保険犯罪
は完全に防止されることが望ましい。しかし、保険制度そのものに濫甲の余地が内包され
ると同時に、保険技術的要請により大量の契約の確保を必要とするという制約条件4）が存
在する。そのため防止策の無制限の導入は必ずしも効率的ではなく、最終的には保険制度
を実行不可能にする可能性すらある5）。この結果、保険会社は保険の理念と実務を乖離を
させ、より効率的な代替案を導入する6）という、いわば妥協案採用の意思決定をすること
になる。具体的には、社会全体7）の快の総和の最大化をめざす功利主義に基づき「費用一
便益分析（cost－benefit　analysis）」を行い導入すべきものとなる。
　以上のような保険会社の経営陣の経営判断に基づく保険犯罪への対応は、大別して二っ
の結果をもたらしてきた。第一にプラスの側面としては、保険制度の普及と発展である8）。
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しかし同時にマイナスの側面として、効率性優先の経営の弊害の一例である、「保険犯罪
の蔓延」という倫理的課題事項をもたらした。実際の保険市場では、十分な費用一便益分
析ができるだけの情報が開示されておらず、さらに保険会社の経営陣の経営指針そのもの
も倫理的に正当化されるほどまでは明確になっていないため、保険犯罪が潜在化すること
になった。そして、契約者等にとっての保険犯罪のコストとベネフィットを変化させると
同時に、社会全般の保険に対する不信感を形成することになった1°）。
　このような状況に対し、保険犯罪に対する保険会社の現行の対応の正当性にっいて倫理
的観点から検討するのが本稿の目的である。具体的には、保険会社が実施する保険団体の
維持を主眼とした対応は倫理的に正当化されうるのか、功利主義に基づき検討するll》。
ところで、後述するように、功利主義に基づく意思決定には利点と同時に多くの問題点が
指摘されている。このような問題点について検討することは、保険会社の対応上の問題点
を明確にすることにっながると考えられる。
　本稿では日本の大手生命保険相互会社の、伝統的な商品の伝統的なチャネルでの販売を
想定して考察を始める。そして、損害保険を含むあらゆる契約の共通点を中心に考察を進
め、市場環境の変化の影響にも言及していく。また、適宜アメリカ等の市場状況も参考に
考察を進める12）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　【注】
1）本稿では「契約者等」として保険契約者と被保険者と保険金受取人を想定する。保険
　犯罪は契約者等だけでなく、保険会社等も引き起こしうる。（例えば、Colquit＝Hoyt
　　〔1997〕p．453では保険会社によるものが特に問題視されている。）また本稿では、
　　insurance　fraudの邦訳を「保険犯罪」とするが、　「保険詐欺」と「保険犯罪」をほ
　ぼ同義に捉えて使用している。
2）非対称情報により特徴づけられる保険モデルにおいて、個人により行使される注意レ
　ベルは、購入された保険保護のレベルとマイナスの相関を持っ傾向にある（Schlesinger・
　Venezian〔1986〕p．228）。また、モラル・ハザードの発生自体は、少なくとも部分
　　的には保険会社のロス・コントロール活動により埋め合わせられる（Williams，　Jr．　et。
　　〔1998〕p．383）。また保険会社は保険犯罪を防止するため、情報の偏在と契約者の
　機会主義的行動を防止するため、各種の「インセンティヴ；コントロール・システム」
　　を導入しているが、これらは、これは保険犯罪の事前の防止策と同時に発生後の軽減
　　策になる。高尾＝大倉〔1998－b〕では保険金詐欺が不可避であることと、その軽減に
　　はモニタリング技術の革新が有効であることを指摘する。またこれを受けて李〔1999〕
　　では、保険詐欺への対抗装置としての損害査定の有効性と限界について論じている。
3）この記述は須田〔1994－b〕p．243に依拠している。
4）保険業の収支は確率に基づいているので、保険業の規模が大きくなればなるほど、大
　　数の法則がよりよく働き、保険契約の確率が本来の確率に近づいていく。すなわち収
　　支がより安定し、平均費用の低下につながっている。従って、保険業において規模の
　　経済性が存在するのは、保険システムそのものの結果であるということができる（須
　　田〔1994－a〕p．141）。
5）保険引き受け時あるいは保険事故発生時における診査・調査などのチェックを厳重に
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　するのは、保険犯罪者のコスト・アップにつながる。保険会社の過当競争による安易
　な引き受けが保険犯罪発生の原因であるといわれるが、そのようなことは保険犯罪者
　のコスト・ダウンにつながってしまうのである（須田〔1982〕p．98）。
　　また、犯罪防止により多くのコストを投入できる大手企業は保険犯罪の被害が少ない
　が、逆にコストを投入した分会社の犯罪摘発のインセンティヴが高まるため検挙率が
　高まる（Colquit・Hoyt〔1997〕pp．452～453）という指摘がある。しかし、死亡保険金
　請求を調査し支払いを行うのに、単位当たりのコストをより多く支出している企業は
　少ない企業よりも多くの保険犯罪を摘発できることが期待されるが、これは効率性次
　　第である（Colquit・Hoyt〔1997〕p．　464）という。さらに、不祥事を隠蔽する体質も
　　ある（Dodd〔1998〕p．13）ため、実態は必ずしも明確ではない。
6）　Stewart　〔1996〕　p．850
　　功利主義をあまり厳格に解釈しなければ、害よりも益を生み出す行為のひとっを選べ
　　ばよいのであって、常に最善の行為を選ばなくてもよいのであろう（DeGeorge〔1999〕
　　P．61）。
7）ここでは「社会」の範囲としては、保険契約の関係者全体を想定している。
8）生命保険文化センターが実施した「平成9年度生命保険に関する全国実態調査」で生
　　命保険の世帯別普及率が93％であったことや、対GDP比保有契約高等の各種統計資料
　　により裏付けられている。
9）例えば凶悪な保険金殺人は昭和40年代後半から急増し、最近は鎮静化傾向にある。し
　　かしこれは手口が巧妙になり、潜在化した結果という見方がある（長谷川〔1996〕p．
　　4）。また保険犯罪の国際化傾向も指摘されている（月足〔1996〕p．3）。
10）1998年7月に和歌山県で発生した毒物混入事件をきっかけにした保険金詐欺疑惑発覚
　　の直後から、保険金取得目的の同様の狂言が相次いだことはこの一例と言える。この
　　疑惑をきっかけとした日本の生命保険会社の販売戦略に対する批判については糸井〔
　　1998〕等を参照のこと。
11）功利主義はビジネスのコンテクストで利用されやすいが、同時に誤用もされやすい。
　　詳細については注28を参照のこと。
12）保険不信を招いた他の要因にっいては、1997年の日産生命保険と1999年の東邦生命保
　　険の経営破綻をきっかけにした保険会社の財務的健全性への信頼の低下の影響が大き
　　い。ソルベンシーマージン基準等の指標は整備されっっあるものの、前提となる情報
　　開示の信頼性や、　「護送船団方式」の行政とそこに安住する経営が保険不信をさらに
　　深刻化させている。この点についての考察は本稿の範囲を超えるものである。
2．保険犯罪が保険市場に及ぼす影響
2－1　保険市場における保険犯罪の位置づけ
　Colquit・Hoyt〔1997〕は保険犯罪を、金銭上の利得を得ることを意図して保険者を騙し
たり、ごまかしたりすることをもくろむ、被保険者または保険金受取人の行為と定義付け
る13｝。このような保険犯罪は契約者のモラル・ハザードと言える14）、モラル・バザー
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ドの発生メカニズムは以下のように説明される。　r保険市場は『条件付き請求権』の契約
を行う市場の一例であるが、理念的には不確実性下における資源の最適配分を促進する。
しかし、現実には私利を追求する匿名の経済主体（保険加入者）が大量に参入するので、
保険市場において、経済主体が「制約された合理性」しか持ちえず「機会主義」的行動を
とるというヨリ現実的な仮定の設定が必要となる。この仮定をとれば、契約当事者に情報
偏在の余地が生じ、モラル・ハザードを引き起こす可能性が高くなる。」従って、保険犯
罪は保険市場に必然的に付随する撹乱要因であり、社会的費用を生じさせるものと捉えら
れる。
　保険犯罪が引き起こす社会的損失は容認されえないが、保険制度による多大なベネフィ
ットの存在により、制度維持が優先され、徹底的な対策はとられにくいと言える15｝。し
かし問題が深刻化するにつれて、保険制度の根幹を揺るがす要因として本格的な検討を行
う必要が生じてきている、と捉えられる。
13）Colquit＝Hoyt〔1997〕は保険犯罪は「保険を利用して嘘をっいたり騙したりする際に
　　使われる嘘やごまかしであり、不実告知と不告知と関連づけられて理解されるもので
　　ある」とする保険辞典上の定義を基礎として、犯罪と騙しによる請求には大差があり
　　ながら区別は付けにくく、ともに被保険者と保険金受取人のために企てられた結果に
　　なりうることを指摘する（p．　453）。そしてこの定義に従い、アメリカの健康保険に
　　おける実証分析を例に保険犯罪の特徴を明確にしている（pp．477～478）。
　　月足〔1986〕は生命保険犯罪を「犯人が生命保険契約を利用して、保険者（保険会社）
　　の負担で、自己または第三者に保険金の形で違法な利益をもらたす行為」と定義付け
　　る（P．5）。
14）モラル・ハザードとモラール・ハザードの区別と、特に後者への対策の重要性にっい
　　ては中林〔1996〕を参照のこと。月足〔1996〕では保険犯罪を、最初から保険金搾取
　　を意図する「職業的な保険詐欺」と犯罪意識の希薄な大量の「小保険詐欺」に区分す
　　る（p．54）。またD’Arcy〔1994〕では、モラル・ハザード以外の付保されるリスクの
　　一っとして、モラール・ハザードに該当するものに注目している（pp．166～169）。
　　また、モラル・ハザードは保険市場に限定されるものではない。エージェンシーによ
　　り生ずる問題として、モラル・ハザードは、広くは組織の中での個人（ある契約にお
　　ける一方の当事者）の利益と組織全体の利益のコンフリクトとして定義付けられる。
　　エージェンシー理論についてはEisenhardt〔1989〕を参照のこと。
15）保険制度は少額の掛け金で万が一の時の保障を行うことを可能にすることにその存在
　　意義を持っが、同時に射倖契約である。保険制度は「レバレッジ効果」を持つ反面、
　　今回の和歌山での事件のような犯罪が存在することも事実である（高尾＝大倉〔1998〕
　　－a〕P．1，11）。
　　保険が社会に与えるコストとベネフィットにっいては、Dorfman〔1998〕pp．13～14、
　　D’Arcy　〔1994〕　pp．163～167、　Williams，　Jr．　〔1998〕　pp．379～383、　Rejda　〔1998〕　pp．2
　　8～33、月足〔1996〕p．14等を参照のこと。
　　保険犯罪のコストは潜在的であり明確になりにくいが、アメリカでの以下のような試
　　算がある。
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・保険犯罪は保険産業に年160億ドル以上のコストを生じさせ、所得税の脱税に次ぎ
　アメリカで今日犯される二番目に費用のかかる経済犯罪である（Harness〔1989〕
　P．28）。
・損害保険における保険犯罪の被害額は年間200億ドル以上であり、生命保険にっい
　てはそれ以上と概算される（Dorfman〔1998〕p．13）。
・生命保険犯罪のコストは、保険金請求のうち犯罪発生率を10％（米国商工会議所の
　研究による一この数字は研究ごとに、保険種類ごとに異なる）として、アメリカで
　保険産業に年96億ドルのコストを引き出させる（Colquit＝Hoyt〔1997〕p．452）。
・モラル・ハザードのコストは年110～160億ドルで、損害保険産業の保険金支払い総
　額の10％を占める（D’Arcy〔1994〕p．171）。
また、Association　of　British　Insurers（ABI）の報告によると、イギリスの保険産業
の保険詐欺のコストは1997年には5億9500万ポンドで、前年より3500万ポンド増加し
た。生命保険での請求のうち0．1％が保険詐欺によるものであったが、長期就業不能
保険に限定すると12％になることを指摘する（Dodd〔1998〕p．11）。
さらにWilliams；Smith・Young〔1998〕はモラル・ハザードは管理費用と並ぶ保険のコ
ストであると指摘する（pp．379～383）。
2－2　保険会社と保険犯罪
　保険犯罪は経済合理的な行為かもしれないが、合法的な行為ではなく、防止されなくて
はならない16）。しかし、保険会社はいわゆる「契約至上主ee　17）」により保険制度を発
展させることを優先し、その副作用として保険犯罪を潜在化させた。契約者等が保険犯罪
を引き起こすことで、保険会社は経済的損失を被る。保険制度そのものに誘因があるのは
事実だが、保険制度の運営主体である保険会社が保険犯罪を防止できなかったり、むしろ
結果として助長したことは、保険制度の信用を失墜させ、社会的な「保険不信」を形成す
ることになった18》。保険会社にとって、契約獲得のみが目的化し、契約者に対する保険
の理念や制度的特徴の説明は、このような実務を円滑に遂行するための手段となった。そ
のため、誤解を招きかねない形式化な説明により、保険事故発生時の給付のみを強調する
一面的な情報提供がなされた。また診査体制においても大量の契約を効率的に処理するこ
とが優先され、その後の保全やクレイム管理にっいても同様の方針に従っている。これに
より保険制度の誤用や悪用が横行したと捉えられる19）。契約者が保険メカニズムを正し
く理解せず、結果的に自己の短期的な利益のみを追求すること2°）が、保険会社にとって
の新たなリスクを生み出したといえる。
16）須田〔1994－b〕pp．239～240。
17）日本の生命保険会社の従来の販売政策（より広くは経営方針）は「大量販売なくして
　　保険サービスなし（広海〔1991〕p．60）」という表現に象徴されるものだった。
18）D’Arcy〔1994〕では、保険の存在が保険金支払いを増やすことを“Depersonalized
　　Pocket　Syndrome”と表現する（p．171）。またRejda〔1998〕では“Inflated　Claims”
　　として言及する（P．33）。
19）月足〔1996〕はドイツでのアンケート結果を根拠に、契約者が保険料を支払うことで
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　　保険事故に関わりなく、保険会社が何らかの負担をしてくれるとの誤った期待が生じ
　　ようとしていることを指摘する（pp．10～11）。
　　Holley〔1987〕では販売員の情報提供に関連して、任意の取引成立の必要十分条件を
　　挙げ、顧客が合理的な判断ができないならば、相互に便益のある取引は成立しないこ
　　とを指摘する（pp．4～5）。
20）このような契約者の行為は、制度にっいての理解が不十分なので、自分自身に対する
　　道徳的責務を認識していないため生ずると考えられる。
2－3　保険犯罪の結果
保険加入から保険金支払いまでには、保険会社により各種のチェックが行われるが、そ
の精度には限界がある。例えば生命保険協会には「ご契約内容登録制度」が存在するが、
データの有効性は限られている21）。しかし、大量性の要件を満たし、契約を迅速に処理
するための、コスト面を重視したアンダーライティングとクレイム処理22）を行うには十
分なデータとも言える。年間の死亡保険金請求に占める保険金殺人の摘発件数等を考慮す
ると、現行以上の対策の実施を正当化するのは困難とも言える。
　そしてこの結果、保険加入は平易化し、保険金も比較的容易に支払われるようになり、
保険会社としては大量の契約を獲得し、制度の円滑な運営が可能になっている。しかしそ
の弊害として、保険市場へのバッド・リスクの混入や、グッド・リスクのバッド・リスク
への変質が起こり、保険金の不正請求等が増加したのも確かである。このような保険制度
の阻害要因は保険の収支を悪化させ、保険料の高騰を招き、最終的には保険が実行不可能
にする。
21）生損保、さらには業態間の連携がないことが、データの有効性をさらに低下させる。
22）長谷川〔1996〕p．6では量（保険金等請求件数の増加）と質（決定の公平・妥当性）
　　を追求しっっ、善意の契約者には迅速な支払いを求められており、その中でモラル・
　　ハザードをどのように把握し、どのような取扱いを実務の中でしているにっいて述べ
　　ている。また、コストに加えて契約者のプライバシーを保護する目的もある。
3．保険会社の保険犯罪防止活動
　保険会社が保険犯罪に適切に対応するには、単に法律や規則に従うだけでは不十分であ
る。保険会社内部での利害の対立を調整し、保険会社全体としての経営方針を決めるには、
明確な判断基準が必要である。そこでビジネスの世界で多用される功利主義を用いて、保
険会社の経営行動を評価し、判断基準策定の指針とする。
3－1　功利主義と「費用一便益分析」23》。
　功利主義は19世紀の思想家により定式化された倫理理論に適用された名称である。行為
の結果に行為の道徳的価値を置き、一個人ではなく社会全体の効用を重視して、様々な選
択肢を評価する手段である。功利主義では、行為の全てのプラス面を加算し、それをマイ
一6一
ナス面と比較し、「最大幸福の原理」に基づき意思決定をすることになる。つまり、功利
主義者の倫理は「最大多数の最大幸福」を追求した行為の帰結を強調するものである。そ
のための評価基準として費用一便益分析が利用されやすい。
　費用一便益分析は意思決定上の体系的な思考法であり、組織にとっての解決策を導きや
すい24）。何らかの意思決定が不可欠だが方針が一致しにくい場面において、解決の方向
性を示すことになるため、ビジネスのコンテキストでの適用に有効である25）。しかし同
時に適用上の制約条件26）があり、混乱を引き起こすこともある27）。功利主義理論は、
長期にわたって社会に最良の結果をもたらし、個人と企業社会の両方により望まれる安定
性と安全性を与えるであろうルールを発展させようとするために使用されなくてはならな
いものである28㌔
23）功利主義理論とそのビジネスへの適用にっいての以下の記述は、主にStewart〔1997〕
　　pp．73～76に依拠している。功利主義を含む帰結主義理論と非帰結主義理論との違いに
　　ついてはShaw＝Barry〔1998〕pp．52～53を参照のこと。
24）功利主義は以下の三点で組織にとっての解決策になりやすい（Shaw・Barry〔1998〕p．
　　58）。①政策を公式化しテストするための、明確で直接的な基礎を提供する、②私利
　　の対立の客観的で魅力的な解決法を提供する、③道徳的な意思決定のための、流動的
　　で結果志向のアプローチを提供する。
25）経営学辞典（宮川公男「費用・便益分析」神戸大学経営学研究室編r経営学大辞典』
　　中央経済社、1989年、p．849）では費用一便益分析は以下のように定義付けられる。
　　「何らかの目的を達成するための代替案にっいて、それに要する費用とそれによって
　　得られる便益とを評価し、対比して、代替案の採否あるいは優先順位を明らかにする
　　分析。特に公共的投資決定のために用いられる分析手法である。…私企業においても
　　直接的な利益よりも広義の効果を考える投資の場合に広く用いられるようになってい
　　る。…費用・便益分析における重要な問題としては、まず便益と費用（特に便益）を
　　どのように測定するかということがある。…また代替案の選択基準として、便益費用
　　比率、便益の純現在価値、内部収益率などのなかでどれが適当かという問題がある。」
26）①便益が費用を上回る、②全ての要素を同一の尺度（金銭価値）で表示し比較する、
　　③意思決定者の判断をよりよいものにするために十分なデータ収集費用と政治力を与
　　える、④費用一便益分析が適さない分野の認識（例えば人命に関わること）。
27）Shaw＝Barry〔1998〕は功利主義が混乱を引き起こす以下の点を指摘する（pp．58～60）
　　①非倫理的行為の正当化可能性、②客観性（効用の個人差、ケースごとの違い）の維
　　持、③長期での判断、④少数派の権益確保、⑤個人の権利の尊重、⑥合計としての効
　　用、⑦結果の不確実性。
28）Stewart〔1997〕p．82。功利主義とビジネスの世界で用いられる効用分析での重大な
　　の差は、前者が関係者全てのものであるのに対し、後者は企業自身に関連した良い結
　　果と悪い結果を評価するということである。　（DeGeorge〔1999〕p．58）
3－2　保険犯罪防止策導入時の考慮事項29）
保険犯罪とその防止対策の関係については図3－1のように示される。保険会社による保
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険犯罪防止策は、保険市場における契約者の「機会主義」の抑止と「情報の偏在」の克服
のためのインセンティヴ・コントロール・システムとして保険制度に組み込まれる30）。
これは保険制度を維持のため導入するもので、全般的な抑止力になると同時に、個々の犯
罪の摘発や、コスト削減効果がある。保険制度の維持と発展は保険市場をめぐるステイク
ホルダーの全体の効用を高めることになる31）。従って保険犯罪を防止することが、最終
的には善良な契約者の便益をも高めることになると言える。
　次に、保険犯罪防止策の強度が問題となる。前述のように制度上保険犯罪の完全な防止
は困難である。またそのような過度に厳格な防止策の導入は、保険制度がもたらす現行の
社会的効用を引き下げる可能性が高い。功利主義的アプローチでは、必ずしも最善策でな
図3－1　保険犯罪と防止対策（総合関連図）
　〔犯罪者側〕
（分類と主特性）
〔犯罪助長要因〕 〔犯罪防止要因〕
　〔保険会社側〕
（防止対策の内容）
潜在的保険犯罪者
・経済的苦境
・異常な金銭欲
：灘成功から
保険犯罪集団
・専門的
・分業的
・国際的結合
・機会犯
・微罪意識
・広域的多発現象
・国民スポーツ化 民間防止
機　　関
　　　潜在的　文化的連帯意識（血縁・地縁・職域一家族、村落、民族、宗教、職業、企業等）
個別保険会社
・契約・支払担当者
　の専門化
：聾離者媚
・情報交換
・事実石鶴忍連携
・訴訟等協力
保険協会
・世論
・防止
（出所）月足〔1996〕p．12
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くても便益が費用を上回ることが正しいと評価可能である。そのため、非倫理的行為を容
認しないという条件の下で、　「社会全体の効用の総和を最大化する」のが望ましいと考え
られる。
　保険犯罪が保険市場に及ぼすコストには直接的なものと間接的なものがある32）。防止
策導入にあたり両者を考慮する必要があるが、実際には定量化困難なものが多い33｝。例
えば、人命の価値にっいては逸失利益を算出することは可能だが、間接的コストまで完全
に定量化するのは不可能である。また発覚した以外の保険犯罪が保険市場にもたらす潜在
的コスト34》は未知数とも言える。その他、定量化できない要因の長期的視点での評価に
は多くの問題がある。また、比較的数値が明確化されやすい要因についても、算出根拠を
十分に確認して判断する必要がある。
　以上の点を考慮して、経営陣は実際に試算をして、これをもとに意思決定をすることに
なる。しかし、現在の日本の保険市場では分析が可能になるだけの情報開示がなされてお
らず35）、経営陣の意思決定にっいて評価するのは困難と言える。
29）DeGeorge〔1999〕では、ある行為の道徳性を評価する功利主義的アプローチの適用を
　　以下の九点に要約する（pp．69～72）。　（なお以下の訳出にあたり同書の第3版の翻訳
　　書（ディジョージ〔1995〕）を参考にしている。）
　　①評価すべき行為を適確に記述する。②行為によって直接、間接に影響を受けるすべ
　　ての人々を特定する。③他の考慮を上まわる重要性をもった優先すべき考慮事項があ
　　るかどうかを考える。④その行為から直接的に影響を受ける人々にとっての行為の結
　　果をすべて特定する。その際将来適切と思われる時点にいたるまで考え、また、起こ
　　りそうな帰結とそれらが起こりうる可能性を創造的に考察する。⑤それぞれの価値（
　　善悪）の量、存続期間、類似性、相違性、豊穣性、純粋さと、これらの諸価値の相対
　　的な重要さを考えながら、良い結果と悪しき結果の総計を比較する。⑥必要ならば、
　　間接的に影響を受ける人々や全体としての社会についても、同様の分析を行う。⑦す
　　べての良い結果と悪しき結果を合計する。その行為が悪以上の善を生み出すならば、
　　その行為は道徳的に正しいし、善以上の悪を生み出すなら、道徳的に間違っている。
　　⑧単にその行為を行うか否かということ以外にも様々な選択肢があるかどうか、想像
　　力を用いて考え、それら他の選択肢一っ一っにっいて同様の分析を行う。⑨様々な行
　　為の結果を比較する。それらの行為のうちで最大善（あるいはどれも悪以上の善を生
　　み出さないなら最小悪）を生み出す行為は、行うべき道徳的に正しい行為である。
30）月足〔1986〕では保険契約締結時、保険期間中、保険金支払時における防止策の必要
　　性が指摘され（pp．157～166）、月足〔1996〕では個別の保険会社の防止策として以下
　　の四点が挙げられる（p．13）。①契約選択、保険金支払部門の適材配置と専門化、②
　　商品政策、③営業担当者の教育、④広報活動。また、長谷川〔1996〕では第一生命で
　　の取扱いを中心に、定款での対応と保険金支払いにあたっての実務を紹介している（
　　PP．5～6）　0
31）保険市場をめぐるステイクホルダーを確認し、それぞれの権益と社会全体の権益の関
　　係を調整する必要がある。特に生命保険会社の多くが相互会社であることを考慮する
　　と、企業目的は所有者の利益の最大化のみに限定できず、より広範な長期的視点に立
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　　った判断が必要となる。そしてこれに基づき優先順位をっける場合、少数派の権益に
　　っいて考慮が不十分になるのが功利主義の欠点とされる。
32）保険者にとっての潜在的損失としては、保険金請求に加え、訴訟費用、調査費、管理
　　費、広報上の副産物（評判の低下）、　「不誠意（bad　faith，正当な理由なしに保険金
　　請求への支払いを拒否する保険者のこと）」の和解または判決による損害賠償金が含
　　まれる（Colquit＝Hoyt〔1997〕p．458）。
　　これに対し、保険犯罪者にとってのコストは、実際の保険犯罪に使われる物心両面の
　　エネルギーと処罰の確率である（須田〔1982〕pp．91～93）。
33）例えば、アメリカのある自動車メーカーは製造を極度に急いだ自社製品の欠陥を改修
　　するコストと一事故による一人当たりの社会的費用を比較して販売続行の意思決定を
　　行い、最終的には安全性より利益を重視したとして、多大な懲罰的賠償を被ることに
　　なった。このような製造コストや数値の出所が比較的明確な場合でも、正確な意思決
　　定をするのは困難である。計算の詳細についてはShaw・Barry〔1998〕pp．78～81を参照
　　のこと。
　　また、Triesc㎞ann＝Gustavson〔1998〕でも、ロス・コントロールのコストの実例を
　　示すためにこの事例をとり上げている（pp．108～110）。ロス・コントロールのベネフ
　　ィットとしては、定量化しやすいもの（①損害を受けた財の修繕と取り替え、②財の
　　破壊による収入損失、③損失後の操業を維持するための追加費用、④不利な賠償責任
　　判決、⑤怪我人を処置する医療費、⑥死亡・就業不能による収入損失、⑦その他のリ
　　スク・マネジメント技術のコストの軽減、⑧節税）と、定量化しにくいものがある。
　　コストとしてはロス・コントロールの導入費用と維持費用がある。
34）犯罪の実数と報告数の差についてはColquit＝Hoyt〔1997〕p．454を参照のこと。同稿
　　ではアメリカの生命保険会社の349社での1994年における支払いが制限された7596件
　　のクレイムのうち、保険詐欺によるものが43件であることを示しながら、　「詐欺的な
　　請求」ははるかに多いはずと指摘する（pp．456～457）。またDodd〔1998〕はイギリス
　　の損害保険での保険金請求のうち4％を占めるが、保険会社としては14％、広く捉え
　　れば40％と見積もっていることを指摘する（p．11）。さらに、保険犯罪の巧妙化によ
　　る発覚数の減少については長谷川〔1996〕p．4、月足〔1996〕p．4を参照のこと。
35）例えば、保険会社のインセンティブ・コントロール・システムは、その具体的内容ま
　　では明確にされておらず、コストにっいても財務諸表上では一括して一般管理費に含
　　まれるため評価は困難である。
4．保険犯罪と保険会社の企業倫理
4－1　保険犯罪防止策導入の効果
　保険会社はさまざまな保険犯罪防止策を導入するが、その効果は、保険種類や環境等の
要因の影響を受け異なってくる36｝。
　契約者等にとって「保険犯罪は割のあわないもの」にするためには、ソフトとハードの
整備が必要となる。犯罪者がその効用を最大化するのは追加的便益が追加コストを上回る
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犯罪を実行した場合であるが、この効用は収穫逓減の法則の支配を受ける37）。また、保
険犯罪に対する罰則と犯罪者の経済的地位は犯罪発生と相関関係がないことが指摘されて
いる38）。これらのことから、保険会社による保険犯罪防止策としては、保険金額の上限
設定等のハード面での整備に加えて、保険メカニズムにっいての正確な知識を提供し、契
約者等の倫理観を高める啓蒙活動が有効と想定される。っまり、保険団体が適正に維持さ
れることが、社会全体の快の総和を最大化させることであり、このことは長期的には自己
の利益にっながることを、契約者等に理解させることが最善と考えられる39㌔具体的に
は、契約者の過度に給付を重視する認識を改め、保険事故の未発生が自己の効用を高めて
いること、さらに保険制度の存続が自己を含めた社会全体の効用を高めることを理解させ
る必要がある。保険犯罪を犯すことで、短期的には自己の効用は高まる。しかし、犯罪の
コストは長期にわたり消費者である契約者が最終的に負担することになり、このため適切
な価格で必要な保障を入手できなくなることは、自己の効用を低下させるのである。
　以上の活動は保険会社が倫理的に問題のない行動をして始めて有効になる。保険会社は
その商品特性から他産業以上に公共性を重視することを求められてきた。従って経営戦略
上の倫理的配慮が特に充実しているはずだが、実態は明確ではない4°｝。保険会社は自社
にとっての保険犯罪防止の必要性だけでなく、保険犯罪の防止の社会的意義にも留意する
必要がある。
36）　Colquit＝Hoyt　〔1997〕　P．454～4550
　　例えば、日本では1975年以降保険金目的に親族以外の第三者（従業員や債務者など）
　　を殺害した事例が多発し社会問題化した。これに対して、1980年前後に保険会社は、
　　保険金受取人と被保険者とが第三者関係である契約の事実確認を厳重にした。その結
　　果、第三者受取関係の保険金殺人事件は1985年以降減少に転じ、90年代には激減して
　　いる（月足〔1996〕p．4）。
37）須田〔1982〕p．92、須田〔1994－b〕p．240。
38）CoIquit＝Hoyt〔1997〕p．478。また同稿では営業職員と契約者が近い関係にあること
　　が抑止力になり、その行動をモニターすることで保険犯罪を軽減できる、という仮説
　　は支持されなかった（p．468）。さらに高学歴者の倫理教育の欠如も指摘されている
　　（Dunkelberg＝Robin　〔1998〕　P．81）　o
　　犯罪のコストにっいては須田〔1994－b〕p．243、特に企業犯罪のコストにっいては、
　　DunkelbergニRobin〔1998〕p．80を参照のこと。
39）倫理的利己主義でもこの考えは正当化可能である。倫理的利己主義を含むエゴイズム
　　についてはShawニBarry〔1998〕pp．53～56を参照のこと。
40）金融サービス業では、公平（fairness）と公正（equity）が求められるが、特に情報
　　と交渉力での平等が重視される。しかし、同時に厳格な規制が課されてきたため、関
　　係者に法律を遵守しさえすれば問題がない、という認識が浸透しやすい産業である（
　　（Boatright〔1999〕p．面、7）と言われる。
　　このようなマネジメントの姿勢は、道徳的でも非道徳的でもない道徳観念がない「ア
　　モラル・マネジメント（amoral　management）　（Carroll〔1987〕P．12）」に分類す
　　べきものと言える。マネジメントの倫理への3つのアプローチは以下のように分類さ
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れるが、このうち大多数が該当するアモラル・マネジメントが実際には最も問題とな
る。
　　　　　　マネジメントの倫理への3つのアブ日一チ
1㎜oral　Management ㎞oral　Management Moralハねnagement
非道徳的なマネジメント 道徳観念のない（道筐と無関孫な）マネジメント 道徳的なマネジメント
マネジメントの意、思決定 マネジメントは道徳的で マネジメントの活動は
僻 ・行動・行為は、道徳的 も非道徳的でもないが、 道徳的または正しい行（倫理的）であることへ 意思決定は道徳的な判断 為の基準に一教する。
の明確で積極的な対立を があてはまる範囲の外に 一般的な専門家の行為
含む。 ある。 基準に一致する。
意思決定はで般的な倫理 マネジメントの活動は特 倫理的なリーダーシッ
原則と一致しない。 定の規範の道徳的要求の プはマネジメントにと
道徳的であることを否定 外または超えるものであ って常識である。
組 する行為が含まれる。 る。
倫理的認知と道徳的知覚
を欠如を暗示するかもし
れない。
織
轍 利己的。マネジメントは 善意だが、他への影響を 善。マネジメントは健自身と会社の利得のみし 考慮しないという意味で 全な倫理的指令（戒律
か気にしない。 は利己的。 ）（公正・正義・適法?
手続）の範囲内でのみ
成功をめざす。
目標 どんな代償を支払っても 収益性。他の目標は考慮 法律に従った、倫理的
特 収益性と組織の成功 しない。 基準の範囲内での収益
性。
法律へ 法的基準はマネジメント 法律は法律条文というよ 法律の文言に加えその
徴 の見識 が望むことを遂行するた り倫理的ガイドである。 精神に従う。法律は最
めに克服しなくてはなら 最大の問題は合法的に何 低限の倫理的行為であ
ない障壁である。 ができるか、である。 る。法律が命ずる以上
のことをうまく運営す
ることを好む。
輪 企業が利得を得る機会を 経営者を自由に働かせる 健全な倫理基準に従っ開拓する。有益とわかっ 個人的な倫理はマネジャ て生きる。倫理的矛盾
たら一直線に突き進む。 一が必要と認めた場合に が生じる時リーダーシ
のみ適応するだろう。そ ップを発揮する。啓発
うすることになり必要が された秘ll。
ある場合なら、法的な命
令に応じる。
（出所）Carroll〔1987〕p．12
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4－2　保険犯罪と保険会社の企業倫理一保険会社の社会的責任との関係一
　倫理的問題はそう簡単には答えはみつからない。答えよりも抗弁を見っけることが大切
で、違う意見の人に受け入れてもらえるようにする必要がある41）。社会全体の効用を増
加させる保険制度を維持発展させるため、保険会社は少なくとも自らがしなくてはならな
いことを明確化する必要がある42｝。保険犯罪の防止は保険会社の責任であり、可能な防
止策を確実に実施すべきである。潜在的な保険金請求者は、疑念を持っ請求に対し保険会
社がより積極的に取り組む傾向に気づき始めると、詐欺的な行為に従事しないようになる
だろう43）。法による抑止を含む公的規制44》や、保険業界としての自主規制45）に従う
のは当然だが、さらに個別の保険会社としての企業倫理の制度化q6）が求められる。
　そして同時に保険会社にはゴーイング・コンサーンとして保険団体を運営していく責任
がある。また、生命保険会社の社会的責任に関しては、社会に対して適正な価格の良質な
サービスを効率的な方法で提供していればよい、という議論からさらに進んだ、強大で効
率的な生命保険事業が経済全体の発展に寄与する、という議論がある47）。そのため、前
述の妥協レベルを明確にすることが最低限求められる。っまり費用一便益分析を利用し、
具体的な防止策の実行可能な範囲を明確にする必要がある。契約者に対し、相互扶助精神
や公共性にっいて理想だけを示すのではなく、保険メカニズムにっいて正確な情報提供を
行う啓蒙活動が重要である。そしてこの前提となるのが保険会社内部での倫理的行動指針
の明確化である。
41）　Shaw＝Barry　〔1998〕　p．750
42）より厳密には「してはならないこと」「しなくてはならないこと」　「するのが望まし
　　いこと」を明確化する必要がある（Shaw＝Barry〔1998〕p．75参照）。このような基準
　　を策定する上で、製造業者に対する厳格責任ルール（Piker〔1998〕p．887）が参考
　　になる。
43）　CoIquit＝Hoyt　〔1997〕　P．4740
　　保険制度の長所を逆用して自己の利得をはかろうとする悪意の人々に対して、保険会
　　社が適切な防止対策を講ずることは善良な保険契約者の利益を守り、保険制度に対す
　　る市民の信頼をっなぐ社会的責任である（月足〔1996〕p．3）。
44）法による抑止は、最後の違反が社会に与える限界損失とその防止のために課せられる
　　限界費用とが均等になるような刑罰の水準および組合せにより可能となる。日本では
　　商法での誘因の除去、刑法での防止、約款での規制が行われている（月足〔1986〕pp．
　　146～148）。また、和歌山保険金詐欺疑惑発覚後の金融監督庁の改善案（「保険契約
　　及び保険金支払の見直しについて（1998／12／18）」）もこの一っと言える。
45）アメリカでは各社の対策を補完するためのInsurance　Crime　Prevention　Institition
　　が設立されている。また、全米生命保険協会は、多くの主要な保険会社に対する集団
　　訴訟を導いた非倫理的販売慣行に対処するため、1998年に「保険市場行動基準協会（
　　Insurance　Marketplace　Standards　Association：IMSA）」を設立した。倫理的市場行
　　動に関する六っの原則を策定し、会員企業にその遵守を求あている。設立一年での同
　　協会への評価は概ね好意的なものだが、消費者からは個別相談に応じること、会社の
　　現場レベルからはより具体的な行動指針を示すことへの要望がある。　（Goch〔1999〕
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　　pp．29～31）
46）アメリカでは不正販売を行っていた会社がその後の改善策として、営業職員の倫理教
　　育を徹底するため、経験者採用を見直す動きをしている例がある（詳細は大畑〔1998〕
　　p．100）。また和歌山保険金詐欺疑惑発覚後の日本の生命保険会社での募集体制改善
　　策として、保険加入時に被保険者の本入確認のための身分証明書の提示の実施が挙げ
　　られる（日刊工業新聞1999／1／13）。
47）　Black＝Sk量pper　〔1994〕　pp．74～750
4－3　倫理的課題事項への功利主義的な対応の必要性
　個人の権利を守り保障ニーズを満たすことを要求する契約者と、経営の安定を優先する
必要がある保険会社の間にはいくっかの倫理的な対立が生じうる。これらは功利主義の問
題点そのものであり、保険会社が企業活動を推進する上で特に考慮すべき問題を含んでい
る。
　功利主義に基づく場合でも、個人の権利は否定されるものではなく、個人の集合として
社会の効用が考えられるべきものである。このため、保険会社による量的拡大を優先した
販売活動の結果生じる、契約者側の過度に給付を期待する思考を否定するだけでは不十分
である。このような思考を定着させた原因を認識し、契約者等に権利の本質を認識させ、
さらに自らの方針の改善にっなげることが重要である48》。
　また、保険会社が強調する公共性や相互扶助精神にっいては、ロールズのいう「無知の
ヴェール」下での選択49）に際して特に考慮すべき事項で、社会的弱者や少数派の権益の
保護iが問題となる。保険犯罪を防止するための厳格な加入制限が導入されると、実際には
最も弱い立場の人々が、保険制度の恩恵を受けられなくという弊害も引き起こすと考えら
れる。私企業であると同時に公共性の高い保険会社が存在し続けるためには、保険犯罪を
単に防止したり、生じた犯罪を摘発しさえすればいいのではなく、より慎重な「妥協案」
が必要となる。保険料の差別的負担5°）を完全に解消するのは困難であり、政府と連携し
ながら残余市場5n等の受け皿を充実させて行かない限り、最も保障が必要なこれらの弱
い立場の人々の権利を守ることはできない。保険市場においては、必要な人に必要な保障
を提供することを求められるが、各人が適切な保険料を負担することで功利主義的解決が
可能となる。このような実務を可能にすることは保険会社の責任と言える。
48）例えば、経済的保障の意味を明確にし、いわゆる「掛け捨て保険」に対する誤解等を
　　正す必要がある。
49）ロールズの正義論についてはStewart〔1996〕pp．108～109を参照のこと。
50）あらゆる保険には何らかの内部補助（subsidization）が存在する。内部補助にっい
　　てはDorfman〔1998〕pp．31～32、　Triesc㎞ann・Gustavson〔1998〕p．143等を参照の
　　こと。
51）例えば、任意の自動車保険にっいては日本にも残余市場が存在する。このような市場
　　の存在は、市場の効率化にっながるだけでなく、無保険車をなくすという意味で保険
　　の社会的意義を高めるものである。
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5．むすび
　保険は有用な制度であり、この社会では必需品であることは誰もが疑うことはできない。
マイナス面よりプラス面がはるかに多いが、同時にマイナス面が常時っきまとうことも確
かである。それをいかに制御するかが、この事業が本当に公共的なものであるかどうかを
決める要素の一つである52）。保険会社は明確な指針がないまま公共性や相互扶助精神を
強調する傾向があり、このことが逆にトラブルを引き起こしているとも考えられる53）。
保険業の公共性を持った部分と私企業としての存続を両立させることは非常に困難だが、
倫理的な弁明により経営指針を倫理的に正当化する必要がある54）。
　保険会社にとって、制度存続のためには財務面の信用に加えた、制度そのものへの信用
が求められる。そして、保険犯罪はこのような信用を失墜させる最大の要素と言える。保
険犯罪は特にその社会的コストの全体像を明確化しにくいものだが、無視できるものでは
ないのは明らかである。保険会社は保険犯罪への対応を企業倫理上のリスクとして認識し
対処していく必要がある。保険犯罪防止策の導入には倫理的な問題55》が必然的に付随す
る。そのため、ビジネスの世界で比較的合意が得られやすい理論である功利主義的アプロ
ーチを手がかりに検討していくことが有効と考えられる。
　経営環境の変化に関わらず、最終的な善悪の判断は一定の方向に向かわなくてはならな
い。企業倫理リスクに対応していく上で、法律等の制度として組み入れられるものには限
界がある56）。また、立場や段階に応じたより具体的な対策を行わない限り、実効性はな
い。そのために保険会社自身の企業倫理を確立させ、社会全般に対して保険制度の正しい
普及のための啓蒙活動を展開する根拠を明らかにし、実践していく必要がある。
　金融ビッグバンにより、金融機関の相互の参入障壁が低下している。このような状況下
で経済的保障機能を提供する機関である保険会社の最も根源的な存在意義は、社会全般に
対して必要な保障を提供できることにあると言える。このような実務は保険制度を正常に
機能させることにより可能となる。そのためには、保険会社の経営陣はモラル・マネジメ
ントとして倫理的に正当化可能な経営指針を明確にすることが急務である。
52）以上の記述は田村〔1997〕p．60に依拠している。
　　保険制度には、優れた社会経済制度としての「光の部分」があるが、それと表裏一体
　　の「陰の部分」の存在を十分認識して、これを極小化する対策を取ることが求められ
　　る（月足〔1996〕p．3）。さらにDodd〔1998〕は、保険会社は詐欺を許さない姿勢を
　　示し、生じたものにっいては厳罰に処することが大切である（p．15）、と指摘する。
53）Carroll〔1996〕は企業の社会的責任は以下のように4段階に分類される（p．38）。
　　また、現在の保険会社の経営陣の経営判断は、同書で示される「企業の社会的責任に
　　おけるマネジメントの道徳性と見解にっいての3っのモデルにおいては、倫理的責任
　　が欠如していることが指摘できる（p．129）。
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企業の社会的責任と社会的期待
責任の類型 社会的期待 具体例
フィランソロフィックな責任
ohilanthropic
qesponsibility
社会から望まれている
cesired　of　Business
b凵@Society
企業の社会貢献プログラム
?????????????????????
倫理的責任
dthical
qesponsibility
社会から期待されている
dxpected　of　Business
b凵@Society
問題のある慣行を防止する
@精神の尊重、遵法は最低限
ﾏ理的なリーダーシップ
法的責任
kegal
qesponsibility
社会から義務づけられている
qequired　of　Buslness
b凵@Society
規制に付随する全ての法に従
､
経済的責任
dconomic
qesponsibility
社会から義務づけられている
qequired　of　Business
b凵@Society
禾lj鰍イヒ、　ラ糠乞六こイヒ、
Rストの最小化、賢明な経営
嵭ｪ、魅力ある配当政策
出所：Carroll〔1996〕p．126を変形
企業の社会的責任におけるマネジメントの道徳性の見解の3つのモデル
企業の社会的責任を定義づける構成要素
マネジメントの道徳性の
@　　　　　モデル 経済的責任 法的責任 倫理的責任 フィランソロフィックな責任
非道徳的なマネジメント ＊＊＊ ? ?
道徳観念のない（道徳と無矧系な）マネジメント ＊＊＊ ＊＊ ?
?
道徳的なマネジメント ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊
ウェイト付け記号：＊　　＝最ノ邸艮の考慮（見かけのみ）
　　　　　　　＊＊　＝中程度の考慮
　　　　　　　＊＊＊＝著しい考慮
　　　　　　　　　　　　　　　　　（出所）Carroll〔1996〕p．129
　　　　　　　　　　　　　　　－16一
54）保険会社が取るべき基本的な方策は、市民の共有財産としての保険制度の担い手とし
　　て、より公正な信頼されるシステムを追求することにほかならない（月足〔1996〕P．
　　14。）
55）同様の倫理的問題の一例として「自殺免責」への評価がある。日本の生命保険の自殺
　　免責期間は、消費者サービス向上の観点から、1974年に一年に短縮された（月足〔19
　　96〕p．8）。当初は自殺率が極めて低かった状況もあって容認されてきたが、現在は
　　多くの問題を引き起こすようになった。。生命保険と自殺の関係にっいては月足〔19
　　86〕pp．167～183を参照のこと。
56）倫理と法律とそれらのリスク・マネジメントとの関係にっいてはWilliams，Jr．et．〔
　　1998〕p．185を参照のこと。
一17一
【主要参考文献】
・Black，　K．　Jr．＝Skipper，　H．　D．　Jr．　〔1994〕　：∠ノノ汐ノ汐Lsaranca　12th　ed．，Prentice　Hall．
●Boatright，　J．　R．　〔1993〕　　：∠％クノ「cs　ewd∠the　Cof7ducl　o．／ffasノ「ness　Prentice　Hall．
・Boatright，　J．　R．〔1999〕：fflhics加乃加〃易，BlackWe　11．
　　　　1・Carroll，A．　B．　〔1987〕　：“In　Search　of　the　Moral　Manager”，　fiusノシness／70／rズ綱
Vol．30．　No．2，　Mar．－Apr．．
。Carroli，　A．　B．　〔1991〕　：“The　Pyramid　of　Corporate　Social　Responsibility：Toward
the　Moral　Management　of　Organizational　Stakeholders”，ffusノ’f7ess　Iorizeu
July－August．
●Carro11，A．　B．　〔1996〕　　：ffasd　7ess諺5をフciely．’fflhi’cs　and　Slakefioノ’der伽」耀澱74
3rd　ed．，South－Western．
●Colquit，　L　L9＝Hoyt，　R．　E．　〔1997〕　：“An　Empirical　Analysis　of　the　Nature　and　Cost　of
Fraudlllent　Life　Insurance　Claims：Evidence　from　Resisted　Claims　Data”，　ノ汐〃ノーna／
　o！ノ「os〃ノranEe／eeguノ「al／oa　Vo　l．15，　No．4．
・D’Arcy，　S．　P．　〔1994〕　：“The　Dark　Side　of　Insurance”，　in　Gustavson，　S．　G．＝Harrington，　S．　E．，
　／llsu／611ce．　lisk　ff6negevaeol．　aod／Pub／fc　PO／7cl．・ffss17s加艶”〃O！Moberl∠伽
KIuwer　Academic　Pub．．
・DeGeorge，　R．　T．　〔1999〕　　：Busi7ess動ラノ「cs．5th　ed．，Prentice　Hal1．
・ディジョージ（永安幸正・山田経三監訳）〔1995〕：rビジネス・エシックスーグローバル
経済の倫理的要請一』明石書店、1995年。
・Dodd，　N．　J．　〔1998〕　：“ApPlying　Psychology　to　the　Reduction　of　Insurance　Claim
Fraud”，／z7surEZ7ee　lrends　July．
・Dorfman，　ML　S．　〔1998〕　　：　ノn！roducl／on　∠o　disk　af7d∠fisaraoc96th　ed．，Prentice
Hall．
・Dunkelberg，　J．＝Robin，　D．　P．　〔1998〕　：“The　Anato皿y　of　Fraudulent　Behavior”，Jusノ’oess
ff7／7．Zen　Nov．－Dec．．
●Eisenhardt，　K．　M．　〔1989〕　　：“Agency　Theory：An　Assesment　and　Review”，ノ4彪〃勿グof
demagevaeol　Ie　viem．　Vo　1．14，　No．1．
・Goch，　L．　〔1996〕　：“Marketing　Ethics”，fiesl　’s　Mevlev　ZレZζ，　April．
。Harness，　W．　C．　〔1989〕　：“Fraud　Costing　Insurers　＄16B　Annually”，ノ彪alノ’omaノ∠7f7denzn㌔ler
　（Prope！IV「Casua／17／／『fskEBef70／ン’lsノ”1uagemenO，　Sep．18．
・広海孝一〔1991〕：r保険業界』教育社新書。
・長谷川仁彦（述）〔1996〕：「学会報告　実務から見た生命保険契約に関する最近の判
例動向一モラル・リスクの判例を中心として一」rインシュァランス（生保版）』第36
29号（1996／2／22）。
・Holley，　D．M　　〔1987〕　：“A　Moral　Evaluation　of　Sales　Practices”，　ffusiness　M
Pra／eessノ「ova／fflクics／burfia／．　Vo　1．5，　No．1．
・糸井恵〔1998〕：「保険大国は詐欺師の天国」rNEWSVVEEK（日本版）』12／23。
・李潤浩〔1999〕：「保険詐欺と損害査定一ゲーム理論におけるモデル分析一」r文研
一18一
論集』第126号。
・中林真理子〔1996〕：「モラール・ハザードにっいての一考察一保険市場における情報
の偏在をめぐって」r保険学雑誌』第555号。
・大畑真理子〔1999〕：「マーケットコンダクトとIMSAの動向」r生命保険経営S第67巻
第1号。
・Piker，　A．　〔1998〕　　：“Strict　Product　Liability　and　the　Unfairness　Objection”，
／ourfia／oゾ伽加8∬瀦カノ6817．
・Rejda，　G．　E．　〔1998〕　：ノうrノンncip／es　of　lisk　1伽」獅即∠nfidノ「nsufafクce」6th　ed．，
Addison－Wesley．
・Schlesinger，　H＝Venezian，　E．　〔1986〕　：“Insurance　Markets　with　Loss　Prevention
Activity：Profits，　Market　Structure，　and　Consu皿er　Welfare”，ノPaf7dノレ〃！－ma／offfcooowl’cs．
vo1．17，　no．2．
。Shaw，　W．　H．＝Barry，　V．　〔1998〕　：”o／aノ／ssuesノンクJus／fiess　7th　ed．，Wadsworth　pub．．
・Stewart，　D．　〔1996〕　：∠fus／i7ess∠死乙ク／6窮McGraw－Hi11．
・須田胱〔1982〕：「保険犯罪の経済分析」　r保険研究』第34集。
・須田胱〔1994－a〕：「現代の日本の保険・共済産業の産業組織」　r損害保険事業総合
研究所創立六十年記念論文集』。
・須田胱〔1994－b〕：『保険経済学（第三版）』保険研究所。
・高尾厚＝大倉真人〔1998－a〕：「いわゆる「保険原理主義」と「和歌山砒素事件」一不
完全情報下の動学ゲームのフレームを用いて一」r神戸大学Discussion　Paper』no．9859．
・高尾厚・大倉真人〔1998－b〕：「保険市場におけるインセンティヴメカニズムの有効性
にっいて一実験経済学的アプローチー」r神戸大学Discussion　Paper』no．9867．
・田村祐一郎〔1997〕：「モラル・リスクと保険の構造」黒田泰行先生古希記念論文集刊
行委員会r現代社会と保険』保険研究所。
・Triesc㎞ann，　J．　S．・Gustavson，　S．　G．〔1998〕・：乃M蕗％糊”∠〃〆加∫鰐〃8
10th　ed．，South－Western　College　Pub．．
・月足一清〔1986〕：r生命保険犯罪一事例解明と防止対策』東洋経済新報社。
・月足一清〔1997〕：「生命保険犯罪概論」r生命保険協会会報』第　　号。
・Verschoor，　C．　C．　〔1998〕　：“A　Study　of　The　Link　Between　a　Corporation’s　Financial
Performance　and　Its　Co㎜itment　to　Ethics”，カ〃％ノo∫伽加8∬Vlhles　17．
。Willia皿s，　J　r．　C．　A．ニSmith，　L．　M．＝Young，　P．　C．　〔1998〕　：　Mfsk”ama2gemefi／alldノ「nsu／allce．
8th　ed．，McGraw－Hill．
一19一
